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背景・問題意識 
 昨年４月の電力小売の全面自由化に際しては、 「規制なき独占」に陥ることを防ぐため、
低圧需要家向けの小売規制料金について経過措置を講じ、2020年３月末までは、全
国すべての地域において、従来と同様の規制料金(経過措置料金)が存続することとなっ
ている。 

 本経過措置は、2020年３月末をもって撤廃され、同年４月以降は、「電気の使用者の
利益を保護する必要性が特に高いと認められるものとして経済産業大臣が指定する」供
給区域のみ、経過措置料金が存続することとなる。 

 経済産業大臣による指定は、2020年までに行われることとなるが、現行の規制料金に組
み込まれた三段階料金及び燃料費調整等の制度の在り方や、今もなお極めて多数の家
庭が契約している経過措置料金を撤廃する場合の実務的な課題等については、あらかじ
め検討しておく必要がある。 

 このため、本日は、電気料金の経過措置の撤廃を想定した検討課題や検討スケジュール
等について、幅広く御議論いただくと共に、個別の検討課題の１つとして、燃料費調整制
度の現状と課題について、御議論いただく。 

 なお、本日の御議論は、具体的にどのような形で経過措置料金を撤廃するかを予断をす
るものではない。 
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１．電気の経過措置料金について 



 小売全面自由化（2016年4月～） 
 2000年以降、特別高圧から段階的に電力の小売が自由化されており、昨年４月には家
庭分野を含む低圧が全面自由化。現在、各家庭は自由に供給者を選択できるようになっ
ている。 

 他方、全面自由化後の経過的な措置として、需要家保護のため、2020年３月末までの
間、低圧向けの規制料金が維持されている。 

【契約kW】 

【2,000kW】 

【500kW】 

【50kW】 

対象需要家 
（イメージ） 

大規模工場 

中規模工場 

小規模工場 
スーパー 
中小ビル 

コンビニ 
町工場 
家庭 

2000年3月～ 2004年4月～ 2005年4月～ 2016年4月～ 
自由化部門 
（電力量26%） 

自由化部門 
（電力量40%） 

全
面
自
由
化 

自由化部門 
（電力量62%） 

 
※電力量は13年度 規制部門 

（電力量74%） 

規制部門 
（電力量60%） 

規制部門 
（電力量38%） 

 
※電力量は13年度 

（注） 

（注）需要家保護のため、経過措置として料金規制を残す（需要家は経過措置料金も選択可能） 3 



（参考）電気事業法の規定 

改正電気事業法附則（抜粋） 
（みなし小売電気事業者の供給義務等） 
第十六条 みなし小売電気事業者は、当分の間、正当な理由がなければ、（中略）当該供給区域内の電気の使用者の利益を保
護する必要性が特に高いと認められるものとして経済産業大臣が指定するもの（以下「指定旧供給区域」という。）における一般の
需要（中略）であって次に掲げるもの以外のもの(次条第二項において「特定需要」という。)に応ずる電気の供給を保障するための
電気の供給（以下「特定小売供給」という。）を拒んではならない。 

（中略） 
２ 経済産業大臣は、指定旧供給区域について前項に規定する指定の事由がなくなったと認めるときは、当該指定旧供給区域につ
いて同項の規定による指定を解除するものとする。 
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改正電気事業法附則（抜粋） 
（みなし小売電気事業者の供給義務等） 
第十六条 みなし小売電気事業者は、当分の間、正当な理由がなければ、当該みなし小売電気事業者に係る旧電気事業法第六
条第二項第三号の供給区域（中略）における一般の需要（中略）であって次に掲げるもの以外のもの（次条第二項において
「特定需要」という。）に応ずる電気の供給を保障するための電気の供給（以下「特定小売供給」という。）を拒んではならない。 

  一 当該みなし小売電気事業者から次に掲げる料金その他の供給条件により小売供給を受けているもの 
   イ 当該みなし小売電気事業者と交渉により合意した料金その他の供給条件 
   ロ この法律の施行の際現に旧電気事業法第十九条第十二項の規定により届出がされている選択約款で設定された料金その他 
     の供給条件に相当する料金その他の供給条件 
   ハ この法律の施行の際現に旧電気事業法第二十一条第一項ただし書の認可を受けている料金その他の供給条件（附則第十 
     九条及び第二十条第七項において「旧認可供給条件」という。）であって附則第十九条の承認を受けていないものに相当する 
     料金その他の供給条件 
  二 当該みなし小売電気事業者以外の者から小売供給を受けているもの 

2016年4月～2020年３月末 

2020年4月～ 







（参考）経過措置撤廃にかかるこれまでの議論（撤廃要件） 
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第２回制度設計ＷＧ 
(2013.9)資料３－１ 抜粋 
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第一段階 
19.52円/kWh 

第二段階 
26.00円/kWh 

第三段階 
30.02円/kWh 

  使用量 

料金 

120kWh 300kWh 

※三段階料金   ①第一段階：ナショナルミニマムに基づく低廉な料金 
            ②第二段階：ほぼ平均費用に対する料金 
            ③第三段階：限界費用の上昇傾向を反映し、省エネにも対応する料金 

（例）東京電力 
        従量電灯Ｂ  料金単価 

 経過措置料金に由来する制度① 三段階料金 
 三段階料金制度は、石油危機後の1974年、高福祉社会の実現や省エネルギーの推進と
いう経済社会の基本的要請に、総括原価主義の枠内で対応を図るという観点から導入。
使用量の多寡に応じ、三段階の料金単価が設定されている。 

 現行の経過措置料金も三段階料金制度となっており、当時の整理に基づき、特に第一段
階の料金単価は比較的低廉なものとなっている。 



（参考）三段階料金に関する審議会報告 
電気事業審議会料金制度部会 中間報告（1974年） 抜粋 
 
【現状と問題点】 
現行の電気料金制度においては（略）一般的には、電力量（キロワットアワー）料金単価は、使用電力量に関係
なく一定料金率とされている。 
しかしながら、電気の生活必需的性格及び高福祉社会の実現の見地からも、生活必需的部分については、ナショナ
ルミニマム的理念を導入し、（略）生活必需的部分をこえる電気の使用については、料金制度にてい増制を導入す
ることにより、価格機構を通じて省エネルギー化を図ることが適当であるという考え方もある。（略） 
 

【結論】 
電灯料金については、次のような内容の三段階料金制度を採用することとする。 
（イ）生活必需的な消費量に相当する第一段階の部分については、ナショナルミニマムの考え方を適用することとし、

適用対象範囲については、全国一律にするとともに、料金については、比較的低廉で、且つ、各社間の地域
格差をできる限り縮める方向で考えるものとする。 

（ロ）第二段階の消費量については、ほぼ平均費用に基づく料金とする。 
（ハ）第三段階の消費量については、限界費用の上昇傾向を反映した料金とする。 
（ニ）第二段階と第三段階の区分は、地域別の事情を考慮して決定する。 
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（参考）燃料費調整単価の決定方法 
 規制料金における燃料費調整単価は、 燃料（原油、LNG、石炭）の価格の加重平
均値を基に、当該事業者の火力発電の燃料構成比等を加味した「基準燃料価格」と、
毎月の燃料の貿易統計価格である「平均燃料価格」との差に、一定の基準単価を乗じ
て算出される。 

①基準燃料価格～経過措置料金の設定時における、原油、ＬＮＧ、石炭価格の加重平均値。 
             当該事業者の火力発電における燃料構成(※)比を加味して算出。 
                                    ※実際には、ＬＮＧ、石炭を原油の発熱量に換算し、「熱量」構成比を用いる 
 
 (算定式) 基準燃料価格（円/kl）＝原油価格(X円/kl) × α ＋ LNG価格(Y円/t) × β ＋ 石炭価格(Z円/t) × γ  
                                     【α、β、γ＝換算係数  （熱量構成比×原油換算係数で算出）】 

②平均燃料価格～毎月の燃料の貿易統計価格の加重平均値（上記α、β、γ で加重）のうち、３～５ヶ月前の3カ月平均。 

燃料費調整単価（円/kWh）＝［毎月の平均燃料価格（円/kl）－基準燃料価格（円/kl）］ 
                                       
                                 ÷1,000円/kl×基準単価（円/kWh） 

① ② 

③ 

③基準単価   ～原油換算価格1,000円/kl の価格変動があった際の、１kWhあたりの変動額 
            当該事業者の発受電電力量（火力）における燃料消費量（原油換算値）を販売電力量で除して算出。 

基準燃料価格 
石炭、石油、LNGの加重平均値 

（イメージ） 

平均燃料価格 
3カ月平均 

平均＞基準 ＝ プラス調整 

平均＜基準 ＝ マイナス調整 
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経過措置料金に関連する仕組み① 離島供給、最終保障供給 
 一般送配電事業者には、需要家保護の観点から、①構造的に高コスト構造にならざるを得
ない離島の需要家に対して、離島以外の地域と遜色のない料金水準で電気の供給を行う
義務が課せられているほか、経過措置料金撤廃以降は、 現在措置されている特別高圧・
高圧に加え、低圧需要家に対しても、②誰からも電気の供給を受けられない需要家に対す
る最終的な電気の供給を行う義務が課されている。 

 ①、②の料金は、一般送配電事業者がエリア内の小売電気事業者の料金メニュー等を参
考に作成・公表することとしている。 

＜最終保障供給約款＞ 
◆誰からも電気の供給を受けられない需要家に対する最終的
な電気の供給（あくまで緊急避難的な措置）を行うための
料金その他の供給条件について定めるもの。 

＜離島供給約款＞ 
◆主要系統に接続しておらず、構造的に供給コストが高くならざ
るを得ない離島の需要家に対して、エリア内の他の地域と遜
色のない料金水準で電気の供給を行うための料金その他の
供給条件について定めるもの。 

●一般送配電事業者がエリア内の小売電気事業者の料金メニュー等を参考に作成・公表。 
●届出を受けた国（経済産業大臣）は精査を行い、料金水準が著しく不適切な場合等必要に応
じて変更命令を発動。 

●国は精査に必要な情報について、必要に応じて電気事業者に対する報告徴収等を活用して取得。
また、継続的に小売電気事業者の料金メニュー・供給量等を把握し、約款の適正性を確認。 







 経過措置料金の撤廃を想定した検討課題例 
 今後、経過措置料金撤廃に向けて、例えば以下の課題について検討を行っていく必要があ
るのでないか。 
 大臣指定の基準 
 経過措置料金撤廃に際し、どのような判断基準で、需要家保護のために経過措置料金を
存続する地域を指定することとするか。 
 撤廃に向けた実務的手続 
 経過措置料金撤廃に際し、大手電力（旧一般電気事業者）においてどのような実務的
手続（システム対応、需要家説明等）が必要であり、そのためにどの程度の期間が必要とな
るか。また、需要家が自由料金を選択しなかった場合の取扱いについて、どのように考えるか。 
 経過措置料金に由来する制度の在り方 
 経過措置料金に由来する三段階料金及び燃料費調整等について、導入当時とその後の
環境変化を踏まえつつ、経過措置料金撤廃後の在り方をどのように考えるか。 
 経過措置料金に関連する仕組みの在り方 
 経過措置料金に関連した離島供給・最終保障供給や常時バックアップ等の料金設定につ
いて、経過措置料金撤廃後の在り方をどのように考えるか。 
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２．燃料費調整制度の現状と課題 



 背景・問題意識 
 燃料費調整制度は、事業者の効率化努力の及ばない燃料価格や為替レートの影響を
迅速に料金に反映することにより、為替差益の消費者還元と事業者の経営環境の安定
を目的として、1996年に導入された。 

 その後、電力自由化が段階的に進められる中にあっても、燃料価格や為替レートの変動
を迅速かつ中立的に料金に反映する仕組みとして機能してきた。 

 昨年４月の小売全面自由化以降、多様な料金メニューの提供による新たな競争が進む
一方、料金比較の基準となる大手電力の経過措置料金に燃料費調整があるため、新電
力各社は必ずしも自社の電源構成と整合しない、大手電力と同一の燃料費調整を料金
メニューに適用することが一般化している。 

 自由な競争下において、燃料費調整は、経済情勢の変化をできる限り迅速に料金に反
映して欲しいというニーズに応えるものであるが、必ずしも実態と整合しない燃料費調整が
一般化し、かつ、需要家に選択の余地がほとんどなくなっているとすれば、電力自由化の趣
旨に反することともなりかねない。 

 本日は、燃料費調整制度を取り巻く現状を踏まえ、多様な料金メニューの提供を可能と
するためにどのような環境整備を図るべきか、また、経過措置料金撤廃後の燃料価格変
動リスクの取り方をどのように考えるべきか、御議論いただく。 
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 論点 
 本来、自由に料金設定できる自由化分野において、経過措置として存続している規制料
金に組み込まれた燃料費調整が一般化していることについて、どのように考えるか。 

 燃料価格の変動リスクを回避したい需要家において、どのようなリスク回避手法があるか。 
    ex. 固定料金契約、燃料デリバティブの活用 
 小売事業者において、燃料価格の変動リスクを需要家に転嫁しない場合、どのようなリス
ク回避手法があるか。 

    ex.電力先渡・先物の活用、燃料デリバティブの活用 
 現行の経過措置料金が将来的に撤廃されることを見据えた場合、今後の燃料価格変動
のリスクの取り方について、どのように考えるべきか。 
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経過措置料金撤廃後 

発電事業者 小売事業者 消費者 

燃料価格変動 ・市場取引 
・相対取引 

・自由料金 


